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（総則）

第１条 　令和７年度白子町ガス事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　期末ガス供給戸数 戸

（２）　年間ガス販売量 ｍ
3

（３）　一日平均ガス販売量 ｍ
3

（収益的収入及び支出）

第３条

第１款 ガ ス 事 業 収 益 千円

第１項 製 品 売 上 千円

第２項 営 業 雑 収 益 千円

第３項 営 業 外 収 益 千円

第４項 特 別 利 益 千円

第１款 ガ ス 事 業 費 用 千円

第１項 売 上 原 価 千円

第２項 供 給 販 売 費 千円

第３項 一 般 管 理 費 千円

第４項 営 業 雑 費 用 千円

第５項 営 業 外 費 用 千円

第６項 特 別 損 失 千円

第７項 予 備 費 千円

７，４３０

５，８０１

３

１３５，３４９

（ 支 出 ）

３０４，１０４

１１７，５７５

７，０６８

３１０，９８１

２９７，７４７

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（ 収 入 ）

３４，２８７

７，３７４

８，２９７

令和７年度白子町ガス事業特別会計歳入歳出予算

２２２

１，０００

２，８７０

２，５８０，０００
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（資本的収入及び支出）

第４条

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 工 事 負 担 金 千円

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

（企業債）

第５条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

（一時借入金）

第６条 　一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。

普通貸付
又は

証書借入

政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の資金に
ついては、債権者との協定によ
る。

ただし、町財政の都合により繰
上償還、償還期間の短縮並びに低
利債への借換えをすることができ
る。

（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

　４．０％以内

経年管対策事業 １５，０００千円

利率

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ７５，４９６千円は、過
年度分損益勘定留保資金 １７，５０９千円、当年度分損益勘定留保資金 ５３，８７９千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的
収支調整額 ４，１０８千円で補てんする。）

（ 収 入 ）

償還の方法

９０，４９７

１５，００１

１５，０００

（ 支 出 ）

起債の目的 限度額 起債の方法

６５，５３５

１

２４，９６２



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条

（１）　職員給与費 千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条 　たな卸資産の購入限度額は、３，０８０千円と定める。

白 子 町 長 石 井 和 芳

令和７年３月５日提出

（２）　建設改良費、企業債償還金

　予定支出の各項目の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　売上原価、供給販売費、一般管理費、営業雑費用、営業外費用

５４，８１４

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に
流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
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収入 単位：千円

1.ガス事業収益 310,981 （仮受消費税等　27,742）

　1.製品売上 297,747 （仮受消費税等　27,067）

1.ガス売上 297,747  2,580,000㎥

　2.営業雑収益 7,430 （仮受消費税等　674）

1.受注工事収益 6,989  新設工事 8件　増設工事 45件　内管入替工事 15件ほか

2.その他営業雑収益 441  内管修理 40件　警報器等販売ほか

　3.営業外収益 5,801 （仮受消費税等　1）

1.受取利息 8  預金利息

2.補助金収入 1,389  ガス料金支援補助金 1,041　他会計補助金 348

3.長期前受金戻入 4,399

4.雑収入 5

　4.特別利益 3

1.固定資産売却益 1

2.過年度損益修正益 1

3.その他特別利益 1

収益的収入及び支出

令和７年度白子町ガス事業特別会計予算実施計画

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明



支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

1.ガス事業費用 304,104 （仮払消費税等　22,380）

1.売上原価 117,575 （仮払消費税等　10,688）

1.ガス売上原価 117,575  当期製品仕入高 2,594,000㎥　自家使用高 6,000㎥

2.供給販売費 135,349 （仮払消費税等　2,817）

1.給料 17,146  6級 2人　5級 1人　3級 1人

2.手当 6,926  扶養手当 414　地域手当 364　管理職手当 636　管理職特別勤務手当 110

 通勤手当 175　期末勤勉手当 4,330　時間外手当 477　特勤手当 240　児童手当 180

3.賞与引当金繰入額 2,182

4.法定福利費 5,335  職員共済組合負担金等

5.厚生福利費 44  災害・緊急等福利厚生費用

6.退職給与金 2,359  総合事務組合負担金

7.修繕費 2,717  本支管破損個所修理 300　ガスクロ定期点検 1,350　ガバナ分解点検 550　

 公用車車検 165　その他供給設備修理 352　

8.修繕引当金繰入額 3,500  ガスメーター有効期限切交換引当金

9.特別修繕引当金繰入額 4,000  ガスホルダー修繕引当金

10.電力料 42  契約電力30A

11.使用ガス費 5  熱量測定用自家使用

12.消耗品費 5,040  事務用品費 708　印刷製本費 892　図書購入費 15　公用車燃料代 95

 付臭剤 832　その他保安用消耗品 2,498

13.旅費 66

14.通信費 694  納付書等郵送料金

15.委託作業費 20,794  定期保安検査 2,591　本支管漏えい調査 1,511　地籍多角点復元委託料 1,650

 導管図更新作業 1,540　検針業務 4,020　その他保安業務等委託料 9,482　
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支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

16.手数料 1,299  口座伝送手数料 684　口座振替手数料 344　定期振替手数料 92　その他手数料 179

17.保険料 83  ガス事業者賠償責任保険料・自賠責保険料等

18.賃借料 52  供給設備敷地賃借料

19.たな卸減耗費 1

20.租税課金 8  自動車重量税等

21.負担金 33  研修等負担金

22.雑費 152  会費・教育費等

23.減価償却費 81,170  構築物 10　機械装置 266　導管 77,452　ガスホルダー 115

 ガスメーター 127　工具器具備品 3,200

24.固定資産除却費 2,250  用途廃止供給設備

25.貸倒引当金繰入額 175  回収不能ガス料金等見込額

26.労務費控除項目 △ 20,724  受注工事原価振替 △376　導管振替 △20,348

3.一般管理費 34,287 （仮払消費税等　1,171）

1.報酬 197  運営委員 6名

2.給料 9,731  7級 1人　4級 1人

3.手当 4,713  扶養手当 276　地域手当 217　管理職手当 798　管理職特別勤務手当 48

 通勤手当 63　期末勤勉手当 2,872　時間外手当 199　児童手当 240

4.賞与引当金繰入額 1,419

5.法定福利費 3,122  職員共済組合負担金等

6.厚生福利費 97  寝具等クリーニング 53　常備薬・寝具等購入代 44

7.退職給与金 1,682  総合事務組合負担金

8.修繕費 220  事務・設備機器等修繕費

9.電力料 872  契約電力2Kw・契約電力40A

10.使用ガス費 243  事務所自家使用

11.水道料 80



支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

12.消耗品費 492  事務用品 165　印刷製本費 130　図書購入費 18　その他消耗品 179

13.旅費 146

14.通信費 838  電話回線等通信料金　

15.委託作業費 2,808  システム等保守費用 1,162　事務所等管理費用 841　電子帳簿保存費用等 805

16.手数料 4,245  ＡＳＰシステム利用料 4,224　法定検査手数料 10　その他手数料 11　

17.保険料 105  建物保険料 34　自動車保険料 71　

18.賃借料 1,903  会計システム借上料 1,345　事務機器等借上料 558

20.負担金 935  日本ガス協会及び各種協議会等負担金

21.雑費 269  教育費 94　交際費 80　その他雑費 95

22.減価償却費 170  建物 170

4.営業雑費用 7,374 （仮払消費税等　604）

1.受注工事原価 6,982  新設工事 8件　増設工事 45件　内管入替工事 15件ほか

 消耗品費 121　通信費 18　労務費振替 376

2.その他営業雑費用 392  内管修理 40件　警報器等販売ほか

5.営業外費用 8,297 （仮払消費税等　7,100）

1.企業債利息 897  平成20年度～令和6年度借入分

2.消費税及び地方消費税 7,100

3.雑支出 300  補償費

6.特別損失 222

1.固定資産売却損 1

2.過年度損益修正損 220 令和6年度分国庫補助金収入に係る返還金

3.その他特別損失 1

7.予備費 1,000

1.予備費 1,000
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収入 単位：千円

1.資本的収入 15,001

　1.企業債 15,000

1.企業債 15,000

　2.負担金 1

1.工事負担金 1

支出 単位：千円

1.資本的支出 90,497

　1.建設改良費 65,535

1.導管 65,535

 労務費振替 20,348　設計積算システム賃借 725

　2.企業債償還金 24,962

1.企業債償還金 24,962

（仮払消費税等　4,108）

（仮受消費税等　0）

（仮払消費税等　4,108）

【本支管】40,282　【供給管】4,180　　

説　　　　　　　明

（仮受消費税等　0）

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

資本的収入及び支出

款 項 目 予 算 額



１．総　　　括

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

6 6 197 26,877 15,242 42,316 8,457 4,041 54,814

6 5 197 21,912 11,288 33,397 7,112 3,364 43,873

0 1 0 4,965 3,954 8,919 1,345 677 10,941

扶 養 地 域 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 特 殊 勤 務 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 690 581 1,434 158 239 0 420 10,804 240 676

前 年 度 258 0 1,434 196 239 0 0 8,427 240 494

比 較 432 581 0 △ 38 0 0 420 2,377 0 182

会計年度任用職員以外の職員

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

6 6 197 26,877 15,242 42,316 8,457 4,041 54,814

6 5 197 21,912 11,288 33,397 7,112 3,364 43,873

0 1 0 4,965 3,954 8,919 1,345 677 10,941

扶 養 地 域 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 特 殊 勤 務 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 690 581 1,434 158 239 0 420 10,804 240 676

前 年 度 258 0 1,434 196 239 0 0 8,427 240 494

比 較 432 581 0 △ 38 0 0 420 2,377 0 182

職 員 数

前 年 度

比 較

管 理 職
特別勤務
手　　当

本 年 度

計
(千円)

法定福利費
(千円)

退職給与金
(千円)

区 分
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)
計

(千円)

本 年 度

給　　与　　費　　明　　細　　書

前 年 度

比 較

（１）

手

当

の

内

訳

区 分

給 与 費

管 理 職
特別勤務
手　　当

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額 3,601千円を含む。

手

当

の

内

訳

職 員 数 給 与 費
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会計年度任用職員

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

扶 養 地 域 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 特 殊 勤 務 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．給料及び手当の増減額の明細

4,965 333 333

326 326

4,306 4,306

3,954 736 581 本年度

155 前年度

増　減

3,218 432

△ 38

420

2,222

182

職 員 数
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)

本 年 度

給与改定に伴う増減分

地域手当

期末勤勉手当

期末勤勉手当

その他の増減分

給 料

異動等に伴う増減分

5人

時間外勤務手当

扶養手当

 職員の状況

その他の増減分

6人

給与改定に伴う増減分

昇給昇格に伴う増加分 昇給昇格に伴う増加分

（２）

（単位：千円）
増 減 事 由 別 内 訳 備 考

計
(千円)

区 分

管理職特別勤務手当

児童手当

比 較

手

当

の

内

訳

制度改正に伴う増減分手 当

区 分 増減額 説 明

1人

給 与 費

前 年 度

管 理 職
特別勤務
手　　当



３．給料及び手当の状況

（１）職員1人当りの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（２）初任給

（３）級別職員数

計

（人） 6

（％） 100.0

（人） 6

（％） 100.0

（等級の基準となる職務）

（４）昇給

令 和 6 年 4 月 1 日 現 在

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在

区 分 事務・技術職 1級

職員数

構成比

職員数

構成比

1 1 2

4級 5級 6級 7級2級 3級

事務・技術職

194,500

220,000

1

16.7 16.7 16.7 33.2 16.7

1 1 1 2

1

16.7 16.7 16.7 33.2 16.7

1

事 務 ・ 技 術 職

373,283

417,485

51.5

360,033

194,500

220,000

（単位：円）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

394,591

50.5

区 分

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在

令 和 6 年 4 月 1 日 現 在

一般会計の制度

一般行政職
区 分

高 校 卒

大 学 卒

主査
課長・
主幹

主任主事・
主任技師

課長補佐
・副主幹

係長・
主査補

6級 7級区 分

事 務 ・ 技 術 職
主事補・
技師補

主事・
技師

1級 2級 3級 4級 5級

号 級 数 別 内 訳 比　率
（Ｂ）/（Ａ）

66.7

60.0

（単位：人、％）

3

4

3

本 年 度

前 年 度

区 分
職員数
（Ａ）

6

5

昇給に係る職員数
（Ｂ） 1号給 4号給

0

0

4
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（５）期末・勤勉手当

2.300 2.300 4.60

2.250 2.250 4.50

2.300 2.300 4.60

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）地域手当

全域

支 給 率 (％) 2

支 給 対 象 職 員 数 (人) 6

一 般 会 計 の 制 度 (％) 2

（８）その他の手当

同 じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ

同 じ

12月（月分）

有

有

職制上の段階・職務の
等級による加算措置

備 考

備 考そ の 他 の 加 算 措 置 等

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算

区 分

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

区 分

支 給 率

一 般 会 計 の 制 度

有

支 給 率 計
（月分）

支 給 期 別 支 給 率

6月（月分）

支給対象地域

区分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当



（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は損失） 2,874,000
　減価償却費 81,340,000
　長期前受金戻入額 △ 4,399,000
　受取利息及び受取配当金 △ 8,000
　支払利息 897,000
　資産減耗費 2,250,000
　売掛金の増減額（△は増加） 934,830
　未収金の増減額（△は増加） 5,617,000
　買掛金の増減額（△は減少） 743,000
　未払金の増減額（△は減少） △ 4,243,892
　棚卸資産の増減額（△は増加） △ 971,000
　引当金の増減額（△は減少） 3,703,000
　小計 88,736,938

　利息及び配当金の受取額 8,000
　利息の支払額 △ 897,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー 87,847,938

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 61,427,000
　工事負担金による収入 1,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 61,426,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の企業債による収入 15,000,000
　建設改良等の企業債償還による支出 △ 24,962,000
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 9,962,000

資金増加額（又は減少額） 16,459,938
資金期首残高 112,655,318
資金期末残高 129,115,256

令和７年度白子町ガス事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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（単位：円）

１  固定資産

　(1)  有形固定資産

　　イ  供給設備 2,685,337,045           

　　　　減価償却累計額 △1,817,988,075        867,348,970             

　　ロ  業務設備 80,673,465               

　　　　減価償却累計額 △77,321,475            3,351,990                 

有 形 固 定 資 産 合 計 870,700,960             

　(2)  無形固定資産

　　イ  電話加入権 235,000                   

無 形 固 定 資 産 合 計 235,000                   

　(3)  投資その他の資産

　　イ  その他投資 62,740                     

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 62,740                     

固 定 資 産 合 計 870,998,700             

２  流動資産

　(1)  現金･預金 129,115,256             

　(2)  売掛金 34,746,786               

　(3)  未収金 49,104                     

　(4)  貸倒引当金 △675,126                

　(5)  製品 102,122                   

　(6)  貯蔵品 26,954,336               

流 動 資 産 合 計 190,292,478             

資 産 合 計 1,061,291,178           

令和７年度白子町ガス事業予定貸借対照表

（令和 ８年 ３月３１日）

資　産　の　部



３  固定負債

　(1)  企業債 199,931,364             

　(2)  引当金 9,500,000                 

固 定 負 債 合 計 209,431,364             

４  流動負債

　(1)  企業債 25,060,731               

　(2)  買掛金 14,161,000               

　(3)  未払金 30,810,000               

　(4)  前受金 14,274,193               

　(5)  引当金 11,058,694               

流 動 負 債 合 計 95,364,618               

５  繰延収益

　(1)  長期前受金 255,617,889             

　(2)  収益化累計額 △230,049,827          

繰 延 収 益 合 計 25,568,062               
負 債 合 計 330,364,044             

６  資本金
　(1)  資本金
　　イ  繰入資本金 130,792,000             
　　ロ  組入資本金 541,746,912             

資 本 金 合 計 672,538,912             672,538,912             
７  剰余金
　(1)  利益剰余金
　　イ  減債積立金 13,250,000               
　　ロ  利益積立金 0                            
　　ハ  建設改良積立金 49,378,804               
　　ニ  当年度未処理欠損金 4,240,582                 

利 益 剰 余 金 合 計 58,388,222               
剰 余 金 合 計 58,388,222               

資 本 合 計 730,927,134             
負 債 資 本 合 計 1,061,291,178           

資　本　の　部

負　債　の　部
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産

償却の方法 定額法による。
主な耐用年数

建物 10～20 年
構築物 10～20 年
機械及び装置 10～15 年
導管 13 年
ガスホルダー 20 年
ガスメーター 7～10 年
車両及び運搬具 4～5 年
工具器具及び備品 3～15 年

２．引当金の計上方法
（１） 賞与引当金

（２） 修繕引当金

（３） 特別修繕引当金

（４） 貸倒引当金

３．消費税等の会計処理方法
（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としています。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（令和7年12月から令和8
年3月までの4カ月分）を賞与引当金繰入額として計上しています。

　ガスメーターの定期交換時の支出に備えるため、次回交換見積額を交換までの期間に配分して計上しています。

　ガスホルダーの定期修繕時の支出に備えるため、次回修繕見積額を修繕までの期間に配分して計上しています。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、税法基準により回収不能見込額を計上しています。

なお、控除対象外消費税等が生じた際、３条予算特定収入については、当該事業年度の費用とし、４条予算特定収入については、長期前
払消費税勘定に計上し、耐用年数で均等償却を行なう処理としています。



（単位：円）

１．営業収益

(1)  製品売上

　イ　ガス売上 252,772,000         

(2)  営業雑収益

　イ　受注工事収益 6,990,000            

  ロ　その他営業雑収益 366,000              7,356,000            260,128,000         

２．営業費用

(1)  売上原価 106,076,000         

(2)   供給販売費 134,880,000         

(3)   一般管理費 32,823,000          

(4)   営業雑費用

　イ　受注工事原価 6,835,000            

　ロ　その他営業雑費用 353,000              7,188,000            280,967,000         

　　　営業利益（△損失） △20,839,000       

令和６年度白子町ガス事業予定損益計算書

（令和 ６年 ４月 1日から令和 ７年 ３月３１日まで）
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３．営業外収益

(1) 受取利息 1,000                  

(2) 補助金収入 22,075,000          

(3) 長期前受金戻入 5,032,000            

(4) 雑収入 4,000                  27,112,000          

４．営業外費用

(1) 企業債利息 661,000              
(2) 雑支出 1,801,000            2,462,000            

　　　営業外利益（△損失） 24,650,000          

　　　経常利益（△損失） 3,811,000            

５．特別利益

(1) 固定資産売却益 1,000                  

(2) 過年度損益修正益 15,000                

(3) その他特別利益 1,000                  17,000                

６．特別損失

(1) 固定資産売却損 1,000                  

(2) 過年度損益修正損 1,000                  

(3) その他特別損失 1,000                  3,000                  14,000                

　　　当年度純利益（△損失） 3,825,000            

　　　前年度繰越欠損金 10,939,582          
　　　当年度未処理欠損金 7,114,582            



（単位：円）

１  固定資産

　(1)  有形固定資産

　　イ  供給設備 2,668,910,045           

　　　　減価償却累計額 △1,779,568,075       889,341,970             

　　ロ  業務設備 80,673,465               

　　　　減価償却累計額 △77,151,475           3,521,990                

有 形 固 定 資 産 合 計 892,863,960             

　(2)  無形固定資産

　　イ  電話加入権 235,000                   

無 形 固 定 資 産 合 計 235,000                   

　(3)  投資その他の資産

　　イ  その他投資 62,740                    

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 62,740                    

固 定 資 産 合 計 893,161,700             

２  流動資産

　(1)  現金･預金 112,655,318             

　(2)  売掛金 35,681,616               

　(3)  未収金 5,666,104                

　(4)  貸倒引当金 △710,126               

　(5)  製品 102,122                   

　(6)  貯蔵品 25,983,336               

流 動 資 産 合 計 179,378,370             

資 産 合 計 1,072,540,070           

令和６年度白子町ガス事業予定貸借対照表

（令和 ７年 ３月３１日）

資　産　の　部
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３  固定負債

　(1)  企業債 209,992,135             

　(2)  引当金 6,000,000                

固 定 負 債 合 計 215,992,135             

４  流動負債

　(1)  企業債 24,961,960               

　(2)  買掛金 13,418,000               

　(3)  未払金 35,053,892               

　(4)  前受金 14,274,193               

　(5)  引当金 10,820,694               

流 動 負 債 合 計 98,528,739               

５  繰延収益

　(1)  長期前受金 255,616,889             

　(2)  収益化累計額 △225,650,827          

繰 延 収 益 合 計 29,966,062               

負 債 合 計 344,486,936             

６  資本金

　(1)  資本金

　　イ  繰入資本金 130,792,000             

　　ロ  組入資本金 541,746,912             

資 本 金 合 計 672,538,912             672,538,912             

７  剰余金

　(1)  利益剰余金

　　イ  減債積立金 13,250,000               

　　ロ  利益積立金 0                           

　　ハ  建設改良積立金 49,378,804               

　　ニ  当年度未処理欠損金 7,114,582                

利 益 剰 余 金 合 計 55,514,222               

剰 余 金 合 計 55,514,222               

資 本 合 計 728,053,134             

負 債 資 本 合 計 1,072,540,070           

負　債　の　部

資　本　の　部



注　記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
償却の方法 定額法による。
主な耐用年数

建物 10～20 年
構築物 10～20 年
機械及び装置 10～15 年
車両及び運搬具 4～5 年
工具器具及び備品 3～15 年

２．引当金の計上方法
（１） 賞与引当金

（２） 修繕引当金

（３） 特別修繕引当金

（４） 貸倒引当金

３．消費税等の会計処理方法
（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としています。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（令和6年12月から令和7年3月ま
での4カ月分）を賞与引当金繰入額として計上しています。

　ガスメーターの定期交換時の支出に備えるため、次回交換見積額を交換までの期間に配分して計上しています。

　ガスホルダーの定期修繕時の支出に備えるため、次回修繕見積額を修繕までの期間に配分して計上しています。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、税法基準により回収不能見込額を計上しています。

なお、控除対象外消費税等が生じた際、３条予算特定収入については、当該事業年度の費用とし、４条予算特定収入については、長期前払消費
税勘定に計上し、耐用年数で均等償却を行なう処理としています。
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